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平成２８年度 学校経営計画及び学校評価 
 

１ めざす学校像 

学校教育目標（校訓）     みんな なかよく あかるく つよく 

 

自立と社会参加に向け、児童・生徒一人一人の障がいの実態を的確に把握し、学力の基礎・基本と社会性を身につけさせ、社会に参画する意欲と豊

かな心を育てるため、教育課程の改訂をめざし、全教職員で力を合わせて教育活動を推進する。 

 

１ 人権を大切にし、安全で安心のできる学校 

２ 児童生徒が思いやりや感謝の心をもち、自立をめざしてがんばることができる学校 

３ 教職員が連携・協働を大切にし、児童生徒一人一人の目標に向けた指導や支援ができる学校 

 

２ 中期的目標 

１．新学習指導要領に基づき、児童・生徒の発達段階及び障がいの特性に留意した教育課程を作成する。 

(1) ア 教育課程の類型について、理解を深め、児童・生徒の実態に即した教育課程編成をめざす。 

   イ 特別支援学校の教育課程について校内研修を実施する。 

   ウ 各学部の学習内容の精選を図る。 

２．児童・生徒一人一人の実態を踏まえた教育活動を推進し、将来の自立と社会参加をめざす。 

 (1) 安全で安心できる学習環境を整えるとともに、避難訓練や防災学習の充実を図る。 

 (2) ア 生活指導部や PTA と連携し、防災に関わる取組を計画・実施していく。現在実施している様々な研修の課題を挙げ、内容の見直し・精選を

行う。 

イ児童・生徒の心とからだの健康について指導の充実を図る。 

 (3) 視聴覚機器を活用して教育効果を高める取り組みを行うとともに、文化的活動を充実させる。また、ＨＰの内容の充実を図り情報発信を行う。 

 (4) 児童・生徒の自立と社会参加を推進するため、企業や事業所、労働関係機関等との連携を図った職業教育や自己実現にむけての充実を図る。 

 

３．特別支援教育に関する高い専門性と授業力の向上をめざす。 

(1) ア 研究テーマを設定し授業研究（研究授業と授業検討会）を行い、授業の改善と充実に取り組む。 

イ 教員の課題やニーズに応じた研修を行い、専門性の向上に努める。 

(2) 校内支援体制の充実を図る。 

(3) 特別支援教育の地域のセンター校としての役割を担い、地域の学校園からの要請に応じて肢体不自由の子どもについての学校生活や教科指導の

支援、障がいに関する情報提供、教材教具の紹介などの支援・相談を行う。 

 

４．人権及び人権問題に関する正しい知識と理解を深め、すべての人々の自立及び自己実現、豊かな人間関係づくりが図られるよう人権教育を推進す

る。 

 

【学校教育自己診断の結果と分析・学校協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［平成２８年１２月実施分］ 学校協議会からの意見 

保護者（回答率 70％）、教職員（回答率 43％）を対象に実施 

【学習指導等】 

・「子どもは学校へ行くのを楽しみにしている」という設問では、保護者

の 91％が「よくあてはまる」又は「あてはまる」と回答した。 

・「学校行事」についても、保護者の 88％が肯定的な評価を行った。日頃

の学習活動や各種行事が子どもたちにとって楽しいものになっている

と裏づけられる。 

・「授業力や専門性の向上」に関して、校内研修の体制や内容について教

員の肯定的な評価は 60％、授業に関しては 49％に留まった。外部講師

を招いた授業研究等、様々な取り組みが授業の改善と充実、専門性の向

上について一定の成果となってはきているが、教員一人ひとりの実感と

して数値に現れるよう今後も課題やニーズを模索し取り組んでいきた

い。 

【学校運営等】 

・「防災学習の充実」について保護者の 81％が肯定的な評価であったが、

「安全で安心できる学習環境が整っている」76％、「事故防止に配慮」

71％と数値が下がった。ＰＣＷの転倒事故の影響が出ていると考えられ

る。安全対策については最優先課題と位置付けて取り組む必要がある。 

・「学校のホームページをよくみる」という設問には、83％の保護者が「あ

てはまらない」と回答した。保護者に対してホームページの存在をアピ

ールし見てもらう工夫をする必要がある。新年度には新たな形式（ＣＭ

Ｓ）のホームページを立ち上げる予定である。 

第１回（５／20） 

・災害に備えて、児童生徒が日常的に服薬している薬を保管する方法や体制を整える件に

ついて、「服薬している薬を１～３日分（薬袋に入る量）を保健室に保管する」とある

が、昨年度末の学校協議会において、３日分の保管は難しいのではないかとの指摘があ

ったはずである。運用の中で課題を見つけ、効果を検証する必要がある。 

第２回（11／２） 

・「安全で安心できる学習環境を整える」について、玄関前スロープで起きたＰＣＷ使用時

の転倒事故について、今後の防止策を経営計画に盛り込んでいただきたい。 

・外部講師を招聘した授業研究については「ユニバーサルデザイン授業」や「わかる楽し

い授業」の実践に向けてすばらしい取り組みである。ぜひその取組み内容を保護者にも

発信していただきたい。 

第３回（２／23） 

・アンケート回答率について、教員には職員会議の折に全員が記入する時間を取る、保護

者には緊急メールを連絡メールとして使用し、回収を呼び掛けるなどの工夫をして、ど

ちらも全員が回答するようお願いしたい。 

・肯定的な評価が 80％を超えた設問については、マイナス評価を行ったマイノリティの意

見や思いを調査し、その改善に結びつける作業を行っていただきたい。 

・外部講師を招いた講演会や研修について、教員と保護者が一緒に聞くことができる機会

を設けていただきたい。教員がどのような講演を聞き、どのような研修を受けているの

かを保護者が共に体験することで情報の共有ができ、より大きな信頼関係を築くことが

できると考えられる。 

・全般的には達成状況は前進している。今後は各学部どうしの連携を更に強化し、引き継

ぎ等について客観的な理解が得られるようお願いする。 



３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期的 
目標 今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 評価指標 達成状況 
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(1)  

ア  

教育課程の類型について、理解を 

深め、児童・生徒の実態に即した 

教育課程編成をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特別支援学校の教育課程につ

いて校内研修を実施する。 

 

 

 

 

ウ 各学部の学習内容の精選を

図る。 

(1)  

ア 

・現行の教育課程編成委員会メ

ンバー（管理職・全校教務・

各学部教務主任と自立活動

部・進路指導部・生活指導

部・情報視聴覚教育部・健康

教育部の各分掌長）に加え

て、実務者会として各学部の

授業主担どうしが意見交換

できる場を設定し、編成委員

会へ具体的な提言ができる

体制を整備する。 

・アの体制整備に加え、カリキ

ュラムマネジメントが有効

に働くよう、手順・構成要素

について整理・検討する。 

 

 

イ 特別支援学校の教育課程

について、全教員が理解を深

められるよう研修を企画す

る。 

 

 

ウ 学部研修日や授業検討日

を活用し、研究部とも連携し

ながら、具体的な学習内容に

ついて、学部内および、学部

間での連続性を検証し、精選

を図る。 

(1) 

ア 

・1 学期終了までに学習内容整理

についての具体的な提言をま

とめ教育課程編成員会へ報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

・各学期２回教育課程編成委員会

を開催し、２学期終了時までに

本校の編成要領をまとめる。 

 

 

 

イ 年２回以上校内研修を実施

し、教育課程について全校的に

理解を深める。 

 

 

 

ウ 月毎に学部内研修を実施し、

学習内容について検証を重ね、

次年度の教育課程の編成に活

かす。 

（1） 

ア 

・学習内容整理についての具体的な

提言にまでは至らなかった。しかし

ながら、改善の柱となる５つの項目

を示し、３年～５年後、到達すべき

本校のビジョンを具体的に提示す

ることはできた。（△） 

 

 

 

 

 

・各学期２回の実施を担保すること

はできなかった。しかし、本校にお

ける教育課程に関する課題を整理

し、その解決、改善に向けた方策を

提示することはできた。（△） 

 

イ 外部講師（大阪体育大学教授）

招聘によるもの、教務部教員による

研修を合わせて年５回実施し、自立

活動の教育課程上の位置づけにつ

いて理解を深めた。（◎） 

 

ウ 学部研修日を活用し、教育目標

見直しと意見集約、共有を進めた。 

今後にむけて、効率的に改訂が進め

られるよう組織改編を提言した。今

後は自立活動部、研究部とも協働し

ながら教育課程改訂を推進する。

（○）  
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(1) 

安全で安心できる学習環境を整

えるとともに、避難訓練や防災学

習の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 

・車いすや歩行具の置き場所を

検討し、児童生徒の校内にお

ける動線を確保する。 

 

 

 

・防災・防犯訓練において、要

項の見直しを図るとともに、

ＰＴＡや関係諸機関と連携

し、校内の安全点検及び改善

措置を行う。 

(1) 

・車いすや歩行具の置き場所を指

定、充足率 95％（平成 27 年度

115％・車いすの台数がスペー

スを上回り 10 台分置けず）を

めざす。 

 

・防災・防犯訓練における、保護

者の参加率 20％向上（平成 27

年度 20％）をめざす。 

(1) 

・目標の 95％は達成できたが、次年

度以降も児童生徒数の増加が見込

まれるため継続して検討していく。

（○） 

 

 

・今年度は区役所の防災担当者を招

いて訓練と研修を行ったが、保護者

の参加率は 15％に留まった。（△） 

・２月に西淀川区全体の福祉避難所

合同訓練に教員３名、ＰＴＡ２名、

計５名が参加した。本校の福祉避難

所への登録に向け、今後も積極的に

参加し訓練のノウハウを引き継い

でいきたい。 

 



(2) 

生活指導部や PTAと連携し、防災 

に関わる取組を計画・実施してい 

く。現在実施している様々な研修 

の課題を挙げ、内容の見直し・精 

選を行う。児童・生徒の心とから 

だの健康について指導の充実を図 

る。 

(2) 

・災害に備えて、児童生徒が日

常的に服薬している薬を保

管する方法や体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

・生活指導部や PTAと連携する。 

 

 

 

 

 

・健康及び安全のために実施し

ている外部講師を招いての

研修会の内容の見直し・検討 

 

 

 

 

 

 

・児童生徒の対人関係や自己表

現能力を育てるために指導

方法・体制を検討する。 

(2) 

・服薬している薬を１～３日分

（薬袋に入る量）を保健室に保

管する。 

 

 

 

 

 

 

 

・生活指導部や PTAと適宜連携す

る。 

 

 

 

 

・研修の課題を整理し、内容の見

直し・検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

・人間関係を豊かにするために必

要な知識や技術を身につける

取組を行う。 

(2) 

・現在、小学部９名、中学部８名、

高等部９名、全体２６名（３０％）

の薬預かりを行っている。PTA に

協力していただき、PTA 総会でも

呼びかけていただく予定である。

また、それと同時に薬預かりの体

制についても、どういった形が本

校の児童・生徒にとってベストな

のか検討していく必要がある。

（○） 

・福祉避難所への登録、緊急カード

の検討、備蓄物品、スクールバス

乗車時の緊急時対応等、生活指導

部・PTA と連携し進めている。ま

た、PTA 主催の防災研修会を生活

指導部と連携し実施した。（○） 

・消防署員による心肺蘇生法研修会

については、74名の教職員の参加

（参加率 80％）があり、有意義な

内容で実施できた。 

障がい者スポーツ指導員の資格

を持つ外部講師によるプール研

修では、近隣中学の教員も参加し

本校のプールで実施することが

できた。（◎） 

・小・中・高等部でピアサポートを

実施した。（◎） 

・次年度は、防災に関わる取組を生

活指導部、PTAと更に連携を深め、

具体的に進めていく必要がある。  

(3) 

視聴覚機器を活用して教育効果を 

高める取り組みを行うとともに、 

文化的活動を充実させる。また、 

ＨＰの内容の充実を図り情報発信 

を行う。 

 

(3) 

・情報機器や視聴覚教材を幅広

く教育活動に活かせるよう

環境を整える。 

 

・文化的な体験活動を通じて、

児童・生徒の主体性を育む。 

 

 

 

・ＨＰでの情報発信に必要な内

容を検討し、ＨＰとしての充

実を図る。 

(3) 

・視聴覚教材や情報機器等の基礎

的な使用方法の研修を年一回

行い、教育活動に活かす。 

 

・優れた演劇や演奏に触れる機会

として、芸術鑑賞会を年一回実

施する。体験活動等を通して、

児童・生徒の幅広い感性を高め

る。 

・府への移管に伴い、１学期中に

新しいＨＰの立ち上げ準備を

行い、２学期以降に９月から導

入されるＣＭＳ形式のＨＰへ

の移行作業を行う。 

(3)  

・府への移管に伴うネットワークシ

ステムの大きな変更により、機器

の再設定や整備をおこなった。研

修は３月に実施。（○） 

・11月に、校長マネジメント予算を

使って、芸術鑑賞会を実施した。

マリンバやバイオリンの演奏を

楽しんだり、普段経験できない楽

器の演奏を体験できた。（◎） 

・ＨＰの新しいシステム（ＣＭＳ）

の準備が整い、立ち上げに向け、

ひな形等での検討・準備をはじめ

たが、システムの都合により来年

度４月以降の立ち上げとなる。

（△） 

(4) 

児童・生徒の自立と社会参加を推 

進するため、企業や事業所、労働 

関係機関等との連携を図った職業 

教育や自己実現にむけての充実を 

図る。 

(4)  

・高等部で行う現場実習とは別

に、本人と保護者の進路に対

する不安の解消と進路を考

えるきっかけとなるような

取り組みとして、全学部対象

に夏季休業期間中で事業所

を体験できる機会を設定す

るよう、夏休み１日体験を実

施する。 

 

 

・企業や事業所等に対しては、

連携につなげられるよう、学

校や児童・生徒の様子を知っ

てもらうために、福祉関係機

関対象学校見学会を実施す

る。 

(4)  

・小学部の参加人数を増やすこと

ができるように、保護者への参

加の呼びかけを積極的に行う。

（H27年度２人） 

 

 

 

 

 

 

 

・参加企業や事業所数を平成 27

年度より増加させる。（H27年度

15事業所） 

(4)  

・保護者・教員向けの進路研修会を

行った。小学部の保護者からも参

加があり有意義な内容で実施す

ることができた。夏休み一日体験

の小学部の参加人数は昨年度と

同じく２名であったが、全体では

計 27 名の参加があり昨年度（26

名）より増加した。またＰＴＡと

連携して新しく開所した施設の

見学会を行い 16 名の保護者の参

加があった。（○） 

・今年度は、近隣の地域の生活介護

の事業所を中心に案内を行った。 

17 事業所（25 名）の方の参加希

望があった。当日は、臨時休校の

ため中止になったが、来年度も継

続して続けていく。（△） 
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(1) 

ア  

研究テーマを設定し授業研究（研 

究授業と授業検討会）を行い、授 

業の改善と充実に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  

教員の課題やニーズに応じた研修 

を行い、専門性の向上に努める。 

 

(1) 

ア 

・学校教育目標をもとに研究テ

ーマの設定を行う。 

 

・研究テーマに基づき、各学部

で授業研究を行う。授業研究

は PDCA サイクルを活用する

ため１０月初旬までに実施

する。外部講師の助言を受け

て内容を深める。「授業評価

シート」を活用して授業検討

会を実施し、授業の改善点の

共通理解を図り、その後の授

業に活かす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部講師による授業に関する

研修会を実施する。 

 

 

 

イ 

・専門性を向上させるため、外

部講師による研修会を実施

する。 

 

 

 

 

・自己研修（国立特別支援教育

総合研究所「特別支援教育研

修講座 基礎編、専門編」の

配信講義を視聴）を推進し、

個々の研修内容を報告する

体制作りに取り組む。 

 

・平成２７年度までの課題別研

修会は自主研修会に移行す

る。自主研修会は、「研修希

望 BOX」（仮称）を設置し、教

員のニーズに応じた研修会

を企画・支援する。 

(1) 

ア 

・５月中に研究テーマを決定す

る。 

 

・授業研究における肯定的評価を

80％以上にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部講師を招聘し、研修会を年

２回以上実施する。（夏季休業

中、２学期） 

 

 

イ 

・年２回、外部講師による研修会

を実施する。（１学期、２学期） 

 

 

 

 

 

・全教員が、配信講義を視聴し、

研修報告書を作成し、各学部で

各自報告する。年１回以上視聴

する。 

 

 

 

・研修実施に関する肯定的評価を

80％以上にする。 

(1) 

ア 

・５月に研究テーマを設定し、研究

計画を作成し実施した。（○） 

 

・各学部１名代表者による授業研究

を９月に実施した。外部講師を招

聘し授業参観後、講師と授業者に

よる反省会を設け、指導助言を受

けた。また、各学部で授業のビデ

オ視聴後、授業評価シートを活用

しながら授業検討会を持ち、意見

交換をして内容を深めた。その後

の授業における改善点は、２月に

報告会を持ち発表した。 

教職員向け学校教育診断結果に

おける授業に関する項目の肯定

的評価は 49％であった。授業研究

の目的の周知に努め、教員間で授

業を見学できるような体制を再

考して授業研究を進めていく。

（△） 

 

・外部講師による「授業づくり」に

ついての校内研修会を７月と２

月に実施し、共通理解を図った。

（〇） 

 

イ 

・外部講師による研修会は、７月１

回 （自立活動部と共催）、８月

１回、９月１回（医療的ケア委員

会共催）、 

12月１回合計４回実施した。（◎） 

 

・各自で配信講義を視聴し、報告書

を持ち寄り各学部で報告会を実

施した。（○） 

 

 

 

 

・自主研修会は研究部、自立活動部、

教務部と共同で行った。４グルー

プ（タブレット端末、教材教具、

からだ、教育課程）を設定し、各

グループで４回ずつ研修会を実

施した。毎回 20 名を超える参加

者があり、充実した内容の研修会

が実施され専門性の向上につな

がった。（◎） 

・教員向け学校教育診断結果におけ

る研修に関する項目の肯定的評

価は、60％であった。（△） 

・初任者等、経験の少ない教員の研

修として、自主研修会への参加を

呼びかけるとともに、新転任者向

けの研修会を今一度基本に戻り、

春のオリエンテーションの内容

と重複する部分もあるが、気持ち

の引き締めの意味も込めて別途

２月に実施した。（◎） 

・今後は、研修・研究の成果を他の

教員に伝える機会を設けること

を検討する必要がある。 

 



 

特
別
支
援
教
育
に
関
す
る
高
い
専
門
性
と
授
業
力
の
向
上
を
め
ざ
す
。 

(2)  

校内支援体制の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

・校内研修会の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教務部と連携しながら個別の

指導計画の新様式の作成を

行う。 

 

 

 

 

・教材教具の整備充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・福祉医療関係人材活用事業

（PT・OT・ST）を活用し、専

門性の向上を図る取り組み

を行う。 

 

 

 

 

 

・校長マネジメント予算で外部

専門家を活用し、専門性の向

上を図る取り組みを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校人材バンクを活用し、専

門家による指導助言を行う。 

(2) 

・自立活動指導に関する校内研修

を年１回行う。 

 

 

・個別の教育支援計画作成に関す

る研修を年２回行う。 

 

 

 

 

 

 

・自立活動部員の専門性の向上の

ために、自立活動部内の研修を年

３回行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教育課程改訂の進捗状況をみな

がら、様式の改訂を進める。 

 

 

 

 

 

・職員朝礼等で、教材教具の活用

について情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

・福祉医療関係人材活用事業

（PT・OT・ST）で計 20回行う。 

 

 

 

 

 

 

 

・校長マネジメント予算で計 20

回活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校人材バンクを 30 回活用す

る。 

(2)  

・４月新転任オリエンテーションで「自立

活動について」を実施した。次年度も計画

的に自立活動の指導に関する研修を企画し

ていく。（○） 

・５月に新転任研修会「個別の教育支援計

画について」を実施し、12 月「自立活動の

仕方と個別の教育支援計画と指導計画の違

いについて」を全校教務、研究部長と連携

し開催した。次年度は、個別の指導計画、

個別の教育支援計画の新書式を作成し、移

行の為の研修会の企画、手引きの作成を行

っていく。（○） 

・研究部主催「自主研修会」で自立活動部

員が研修講師を（iPad 研修３回、からだ２

回、教材教具３回）担当した。また、他の

部員も積極的に参加し、専門性の向上を図

った。また、全校教務、研究部長と連携し

「自立活動の理解とどのように授業を作っ

ていくのかについて」を広島県立福山特別

支援学校指導教諭川口先生に指導助言をい

ただき専門性の向上を図った。次年度も計

画的に自立活動の指導に関する研修を企画

していき本校教員の専門性を高めていきた

い。（○） 

・今年度は、広島県立福山特別支援学校の

様式をモデルに平成 30年度実施をめざして

改訂をすすめていく改訂予定を全校教務と

連携しながら決定した。次年度は、改訂予

定に従って計画的に個別の指導計画、教育

支援計画を改訂していく為に分掌組織の改

編を行う。（△） 

・毎週月曜日に高松養護の支援だより「肢

体不自由教育に関する知識・情報等」を配

布し、情報発信を年間通して行った。また、

校長マネジメント予算で電源制御装置「ウ

ゴきんぐ」の購入を行い支援機器の充実を

図った。次年度は、支援機器の充実を図る

ために校長マネジメント予算を活用して視

線入力機器の購入を行う。（○） 

・福祉医療関係人材活用事業（PT7 回 30

時間・OT10回 39時間・ST6回 21時間 計

90時間）で年間 23回個別の相談を行う形式

で実施し専門性の向上を図った。次年度も、

（PT30 時間・OT39 時間・ST21 時間 計 90

時間）を福祉医療関係人材活用事業で確保

し５月より個別の相談が実施できるように

し、自立活動の指導の充実を図っていく。

（◎） 

・校長マネジメント予算では、PT2 回、OT3

回、ST2回の計７回、授業内での支援につい

て助言をもらう形で自立活動授業相談を実

施した。また、自主研修（iPad11/28：ST、

からだ 12/14：PT、教材教具 1/17：OT）と

連携し自立活動の指導の専門性向上の為、

セラピストを活用した研修を実施した。次

年度は、自立活動授業相談の回数を PT3回、

OT4 回、ST3 回の計 10 回に増やし授業内で

の支援を充実させたい。また、 PT・OT・ST

の各セラピスト１回ずつ専門研修を企画す

る。（○） 

・学校人材バンクについては、福祉医療関

係人材活用事業、校長マネジメント予算で

専門家による指導・助言の機会を十分に確

保することができたので、本年度は活用の

予定はなかった。今後は、必要に応じて活

用していく。（△） 



(3)  

特別支援教育の地域のセンター校 

としての役割を担い地域の学校園 

からの要請に応じて、肢体不自由 

の子どもについての学校生活や教 

科指導の支援、障がいに関する情 

報提供、教材教具の紹介などの支 

援・相談を行う。 

 

 

 

(3) 

・支援相談を２名体制で行うこ

とで相談活動を実施・充実さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特別支援学校のセンター的機

能の充実のために、地域の学

校園の先生方にむけて、肢体

不自由の基本的情報を発信

する。 

(3) 

・相談支援では、支援方針の決定

と情報の共通理解を図るため

に、地域支援担当者(特別支援

教育コーディネーター)の会議

を月２回行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・肢体不自由教育の基本的な情報

や学校で取り組んでいる教

材・教具の紹介を「情報ボック

ス」としてホームページに年に

３回情報発信する。 

(3) 

・支援相談や研修支援などは２名体

制で実施した。また専門的な分野に

ついては他の教員が支援相談に参

加して対応したり、専門機関の先生

に助言をいただいたりした。地域支

援担当者の会議は支援相談状況に

よるが月２回実施した。また支援申

し込み票が届いたら臨時で会議を

行った。相談ケースの概要、支援方

針、支援に関わる情報の共有をする

ことで、支援相談の充実を図ってい

る。今後も他の分掌や専門機関との

連携をしていく。(○) 

・支援相談(情報提供、電話相談含

む)15件、研修支援２件 貸出し(Ｋ

ＡＢＣⅡ検査キット一式、カットア

ウトテーブル)２件を実施。 

 

・情報ボックスは９月にホームペー

ジに『支援相談』について配信を行

った。同時に地域の先生方向けに

『支援・相談のご案内』という内容

で、支援相談の流れや具体的な相談

内容の例、支援対象地域を提示し

た。12月には居住地校交流について

知ってもらうため「居住地校交流と

は」を配信した。(○) 

・今後は、３月に「食事の自助具に

ついて」を配信予定である。９・１

２・３月と計画通り年３回の情報発

信を行うことができたが、今後も地

域の教員が見てもわかりやすい内

容をホームページで発信していき

たい。 

 

 



 

４ 

人
権
及
び
人
権
問
題
に
関
す
る
正
し
い
知
識
と
理
解
を
深
め
、
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べ
て
の
人
々
の
自
立
及
び
自
己
実
現
、
豊
か
な
人
間
関
係
づ
く
り
が
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ら
れ
る
よ
う
人
権
教
育
を
推
進
す
る
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(1)  

人権及び人権問題に関する正しい 

知識と理解を深め、すべての人々 

の自立及び自己実現、豊かな人間 

関係づくりが図られるよう人権教 

育を推進する 

 

(1) 

・あいさつ運動を実施し、相互

のコミュニケーションを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・交流及び共同学習を通して、

児童・生徒相互理解を深め、

豊かな人間関係を育む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教職員がいじめや体罰を許さ

ないという人権意識を高め

る取り組みとして研修を行

う。 

(1) 

・生徒会活動等の取り組みとし

て、「あいさつ運動」期間を設

け、各学期１回実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校間交流及び居住地校交流を

実施後、３学期に交流の報告会

を行い、教職員に交流の取り組

みについて広める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権研修会を年２回以上実施す

る。 

 

（１） 

・小学部は毎月第三火曜日の昼休み

を利用し６年生が中心となり、各

学年の教室にあいさつ運動を実

施し新しい取組みに児童も関心

を持つようになった。 

 中学部は、週 2回の「朝のあいさ

つ運動」を生徒会が行い、あいさ

つ運動が学部内で定着している。 

 高等部は９月に生徒会が下校時

の「あいさつ運動」を 1週間実施

した。途中から関心をもった有志

も参加し盛りあがった。次年度は

回数を増やしたい。（◎） 

 

・小学部は本校に大和田小の児童が

２回来校して体育館でゲームや

共同制作をし、楽しく交流を深め

る場となった。居住地校交流は保

護者も積極的で 13 名が参加し、

相手校の協力のもと実施できた。 

 中学部は昨年まで西淀市（生徒が

作ったものを売る販売実習）で西

淀中と交流していたが、今年度か

ら本校の西淀市が無くなり、ま

た、西淀中の支援学級の３年生が

卒業し、支援学級の生徒がいなく

なり、交流が実施できなかった。

次年度は相手校と学校間交流が

できるよう調整したい。 

 居住地校交流は５名が参加し、授

業や行事で交流を深めることが

できた。 

 高等部は作品交流を 10 月に実施

した。大東市立総合文化センター

での淀商業の文化祭で本校生徒

（子どもたちの讃歌展の作品）の

作品を展示し淀商業の生徒や保

護者が熱心に鑑賞した。３学期は

両校が制作した壁画を交換し卒

業式に掲げる壁画交流も予定し

ている。（○） 

 ・1 学期「性的マイノリティと人

権」をテーマとし、第 1回目の校

内人権研修を７月に実施した。教

材として「性的マイノリティ理解

の入門編」ＤＶＤを視聴しワーク

シートを用いた研修を行った。ア

ンケートでは性的マイノリティ

理解に役立ったとの声が多く、性

の多様化が確認され、それに伴う

差別や偏見、いじめや体罰の問題

も含めた教職員の人権意識を高

めることができた。 

第２回目は研究部と協力し外部

講師を招き 12 月に実施した。障

がいを持つ子どもの母親の立場

から「娘と暮らしてわかってきた

こと」というテーマで講演会を行

った。アンケートでは障がいを持

つ子どもの母親の生の声を聞き、

保護者の率直な気持ちを知るこ

とで子どもの人権の大切さを教

職員が再認識する機会となった。

（◎） 

・次年度は紀伊半島を電動車椅子で

１周した本校卒業生にその体験

談をもとに講演を依頼している。 


